
項目名

■ □ □

実績

評価者

経営企画課長　　市川　勝也

項目名

■ □ □

実績

評価者

財政課長　新井　猛

項目名

■ □ □

実績

評価者

財政課長　新井　猛

項目名

■ □ □

実績

評価者

管財課長　浅見　仙隆
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無 無

事務事業名称 事業概要（全体）
所属
名称

環境
影響

活動実績(H29)

成果

成果指標

評価及び次年度以降に向けた課題・取り組みなど

総合
評価

評価
理由

現状の課題

経費

投入コスト
会
計

指標名 目標設定の考え方・根拠

A

一部改善すべき補助金があったこ
とから目標には達しなかったが、審
査対象となる補助金等について
は、要綱の有効期限を求めたこと
や団体補助の審査について、決算
書の提出を求めるなど、審査対象
範囲を広げることと細部に渡った審
査を行うことができた。

補助金等の交付の適正化を図り、財政の健全化と
行政運営の効率化を目指す。
具体的な内容としては、予算要求にあたり、新規、
増額、要綱改正等を求める補助金等について、交
付の必要性の検証、適正化を 図る。審査結果につ
いては、実施計画に反映する。

H28決算額

補助金等の交付の適正化を進めていくことから、
適正な審査の割合を指標とする。

所沢市補助金等審査委員会要綱 0千円 0千円

事業達成に向けての現在の課題及
び今後の課題解決に向けた取り組み

経営
企画
課

実施計画ランク 事業の種別

一
般

H28予算現額

補助金等審査事業

根拠法令 審査の結果、適正であると認められた補助金

要綱に有効期限が設定されていない補助
金等について、審査を行い、期限設定を
行った。また、要綱整備が必要なものにつ
いては、補助内容の明記を指摘する等、
より一層行政運営の適正化・効率化を推
進した。H28年度目標 H28実績 H29目標値が未達成の理由・分析

一部、改善すべき補助金等があったため。100 財政の健全化の観点から、定期的な審査
を行うことにより、補助内容の見直しにつ
いて促していきたい。

無
100

－ 自治事務 法定受託事務 法定受託＋附加 0千円 0千円

①審査件数

H29年度に改善した点

H29決算額（見込み）

事業の目的及び具体的な内容
H28正規職員
人件費

H28その他職員
従事割合

H29予算現額

0.40 人
非常勤
特別職

96%

3,430千円 臨時職員

①104件

H29年度目標 H29実績

H29正規職員
人件費

H29その他職員
従事割合

95%

100

期間 0.54 人
非常勤
特別職

H30年度目標

H13～ 4,582千円 臨時職員

財政
課

実施計画ランク 事業の種別

一
般

H28予算現額

中長期財政計画管理
事業

根拠法令 H29予算現額

特になし

H28決算額

13千円

事業の目的及び具体的な内容
H28正規職員
人件費

H28その他職員
従事割合

指標名 目標設定の考え方・根拠

A

本指標は直近３年間の平均値であ
り、単年度の比率が低かったH26
年度が算定から外れたことも影響
し、H29年度実績は前年度から0.5
ポイント上昇したが、目標値を大幅
に下回り、健全性を維持しているた
め。

H29年度に改善した点

H28実績

H29年度目標 H29実績

実質公債費比率は主に公債費が標準財政規模に占
める割合である。総合計画と整合の図られた中長期
財政計画を踏まえた健全な財政運営を行い、公債費
を適正に統制することが、次世代に過度の負担を残さ
ないという中長期財政計画の目的達成に資することと
なるため、当該指標値により成果を図る。13千円

歳入については、市税の推計に、再開発
等の投資効果による増収見込みを加味し
た。また、歳出については、扶助費の伸び
率を細分化して推計した。

事業達成に向けての現在の課題及
び今後の課題解決に向けた取り組み

第６次総合計画の計画期間に合わせて、
新たな中長期財政計画を策定する必要が
あるが、総合計画の財政的裏づけとなり
実効性を高める財政計画となるよう、詳細
な検討を行い、財政規律を維持していく必
要がある。

H29目標値が未達成の理由・分析

目標値は6.0％以下のため、目標値達成

H29決算額（見込み）

6.0

6.0

H28年度目標

重要 自治事務 法定受託事務 法定受託＋附加 17千円 16千円
①財源推計の対象とした事業数

②

③

実質公債費比率

6.0 1.6

2,401千円 臨時職員 0.00 人
①238

②

③

H29正規職員
人件費

健全で自立した財政運営を維持し、また、長期的視
点から次世代へ過度の負担を残さない構造づくりを
目指して、所沢市総合計画との整合性を図りながら
策定している。
計画管理については、計画の実行⇒分析・評価⇒
計画の修正・実行というサイクルを繰り返していくこ
とで、環境や社会情勢の変化に対応する。

市有地財産活用事業

期間

優先 自治事務

2.1

期間 0.35 人
非常勤
特別職

0.00 人

Ｈ19年度～ 2,970千円 臨時職員 0.00 人

H28予算現額

管財
課

実施計画ランク 事業の種別

一
般

11,867千円

100

H28年度目標

H30年度目標0.00 人

0.28 人
非常勤
特別職

0.00 人

H30年度目標

H29その他職員
従事割合

1,271千円

H29年度目標

臨時職員 0.00 人 100

H29決算額（見込み）

H28年度目標

H29年度に改善した点

用地の売却をもって業務完了となることから、売
却に必要となる不動産鑑定業務の実施、及び、
売却の状況（率）を指標とした。 特になし

　これまで、需要が見込まれる売却候補地から
売却を進めてきたが、今回、以前に比べ需要が
低いものとなっている。その結果、売れ残りが生
じた。

事業達成に向けての現在の課題及
び今後の課題解決に向けた取り組み

目標設定の考え方・根拠

　今後、需要が低い売却候補地ばかりと
なるため、売れ残り等の発生も予想され
る。
　種地を仕入れているわけではないので、
事業は必然的に縮小傾向となる。

Ｂ

法定受託事務 法定受託＋附加 7,175千円 6,943千円
①地積測量

②不動産鑑定

③公募入札
事業の目的及び具体的な内容

H28正規職員
人件費

H28その他職員
従事割合

所沢市財産規則、所沢市普通財産売払要綱

根拠法令 H29予算現額 　これまで順調に売却を行ってきた
が、今回、１件の売れ残りが生じて
いる。
　今後、売却地の選定にあたって
は売れ残りが生じないよう厳しく精
査する。

H28実績 H29目標値が未達成の理由・分析

2 1

H28決算額 指標名

売却実績

2

H30年度目標

非常勤
特別職

0.00 人 1 0

臨時職員 H29実績

平成２９年 7,212千円 臨時職員 0.00 人

0.00 人
①H29年度内実施済

②H29年度内実施済

③H29年度内実施済

H29正規職員
人件費

H29その他職員
従事割合

0千円

公有財産のうち、今後、利活用が見込めない未利用
地について、財政確保のため公募により売却する。

H29決算額（見込み）

地方自治法211条、96条 12,860千円

0.85 人
非常勤
特別職

0.00 人

1,447千円

事業の目的及び具体的な内容

4.20 人
非常勤
特別職

35,637千円

予算編成・執行管理
事務 事業達成に向けての現在の課題及

び今後の課題解決に向けた取り組み

36,015千円 臨時職員 0.00 人
①1,053億9千万円

②1,002億5千万円

③

H29年度目標 H29実績

予算編成については、財政状況や実施計
画の進め方などに合わせ、常に見直しを
行うべきと考えており、他市の優れた事例
なども参考にしていく。

H29正規職員
人件費

H29その他職員
従事割合

非常勤
特別職

0.00 人 100 94

事業の廃止・縮小による効果以上に、社会保障
経費等の自然増及びハード事業の増が大きかっ
たためと考えている。

95

A

予算化率は目標値にやや届かな
かったが、前年度を上回る数値と
なった。
今後においても厳しい予算編成が
見込まれるが、限られた財源を最
大限有効に活用し、目標値に届く
よう努めていく。

H28正規職員
人件費

H28その他職員
従事割合

43,949千円

予算要求前に、大規模事業所管課と事業
実施年度の調整等を行い、事業の平準化
ができる仕組みづくりを試みた。

H28実績 H29目標値が未達成の理由・分析

根拠法令

H28決算額 指標名 目標設定の考え方・根拠

自治事務 法定受託事務 法定受託＋附加

予算編成方針に基づき、個々の事務事業ごとに適
正な内容を備えた予算案を効果的に調製するととも
に、予算に基づく適正な執行管理を図る。

H29年度に改善した点

39,931千円
①各課の予算要求額

②予算額

③

予算化率
（予算額／予算要求額×100）

社会保障経費の増大やハード事業の集中等に
より、予算編成が大変厳しい状況となっている中
においても、実施計画との連携を図り、各所管の
予算要求を効果的に実施できているか否かを示
すため。

財政
課

実施計画ランク 事業の種別

一
般

H28予算現額

H29予算現額

最優先

4.20 人

期間

有害
な
もの

有益
な
もの

無

無 無

無 無
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事務事業名称 事業概要（全体）
所属
名称

環境
影響

活動実績(H29)

成果

成果指標

評価及び次年度以降に向けた課題・取り組みなど

総合
評価

評価
理由

現状の課題

経費

投入コスト
会
計

有害
な
もの

有益
な
もの

項目名

■ □ □

実績

評価者

財政課長　新井　猛

項目名

■ □ □

実績

評価者

市民税課長　肥沼 位昌

項目名

■ □ □

実績

評価者

市民税課長　肥沼 位昌

項目名

■ □ □

実績

評価者

市民税課長　肥沼 位昌

無 無

無 無

実施計画ランク 事業の種別

一
般

市民
税課

市民
税課

市民
税課

期間 0.00 人 H30年度目標

2,546千円 臨時職員 0.00 人 1,000千円

事業達成に向けての現在の課題及
び今後の課題解決に向けた取り組み

3,859千円 臨時職員 0.00 人
①50件

②49,311千円

③

返礼品に頼らない寄附募集を展開してい
くため、引き続き市の施策や取り組みの
周知に努めていく。
また、具体的な事業を対象とした寄附の
募集についても検討していく。

H29正規職員
人件費

H29その他職員
従事割合

0.30 人
非常勤
特別職

ふるさと応援寄付推
進事業

根拠法令

地方税法・所沢市ふるさと応援寄附条例

事業の目的及び具体的な内容
H28正規職員
人件費

H28その他職員
従事割合

ふるさと納税制度に基づき「所沢市ふるさと応援寄
附金」を募ることで、歳入の確保を図る。

0.45 人
非常勤
特別職

0.00 人

19,815千円

返礼品を廃止する一方で、市の取組をＰ
Ｒして寄附を募集していくため、ＰＲ動画を
作成した。

H29予算現額 H29決算額（見込み）

64千円 36千円

1,000千円 49,311千円

Ｈ29年度から返礼品を廃止した
が、大口の寄附があったため目標
額を大幅に上回る実績値となっ
た。
今後もふるさと納税制度の趣旨に
則り、所沢市を応援したいと思う
人々からの寄附を募るため制度の
周知に努めていきたい。

H29年度に改善した点

17,314千円
①寄附件数

②寄附金額

③

寄付金額

制度周知の成果を測る指標として、市に対する
年間寄附金額を設定する。
Ｈ29年度より返礼品を廃止したため目標値を見
直したが、返礼品がなくとも年間100万円の寄附
獲得を目指す。

H28年度目標 H28実績 H29目標値が未達成の理由・分析

37,800千円

H28決算額 指標名 目標設定の考え方・根拠

Ｓ
36,992千円

目標値達成

H29年度目標 H29実績

財政
課

実施計画ランク 事業の種別

一
般

H28予算現額

優先 自治事務 法定受託事務 法定受託＋附加

H28予算現額 H28決算額

適切な課税を行い、自主財源を確保する。
賦課期日（４月１日）現在の軽自動車等の納税
義務者（所有者・使用者）に対し、納税通知書を
送付する。納税義務者に転出や死亡があった
場合には申告を促し、課税の適正に努めてい
る。

2.03 人
非常勤
特別職

H29決算額（見込み）

地方税法・所沢市税条例

指標名 目標設定の考え方・根拠

A

適切な課税を行っている。重課・軽
課など税率の複雑化や燃費不正
対応による事務も生じたが、こうし
た状況にも適切かつ円滑に対応し
た。
また、トコろん＆レオのコラボナン
バーを導入した。

H29年度に改善した点

適切な課税を行い、自主財源を確保することを
目的としているため課税客体の把握を指標とす
る。目標値を達成できるように努める。

トコろん＆レオのコラボナンバーを導入
し、まちの魅力を発信し、愛着を持っても
らうきっかけを作った。また、ナンバープ
レートは現存の標識との選択制とし、登録
者が選択できるようにした。

H28年度目標 H28実績

納税通知書の戻り分も着実に納税義務者
に送付することに努め、今後も引き続き適
切な課税を行っていく。

 自治事務

9,042千円

事業の目的及び具体的な内容
H28正規職員
人件費

H29目標値が未達成の理由・分析

9,563千円 9,049千円

軽自動車税賦課事務

根拠法令

①課税対象台数（非課税分・減
免分を除く）

②課税実数

③賦課決定額

課税客体の把握（課税実数／課税対象台数）

法定受託事務 法定受託＋附加

H29予算現額

9,970千円

H28その他職員
従事割合

17,407千円 臨時職員 0.30 人
①72,022台

②71,777台

③419百万円

H29年度目標 H29実績

H29正規職員
人件費

H29その他職員
従事割合

100 99

100

税申告書の提出漏れや納税通知書戻りによる課
税保留があったため。

事業達成に向けての現在の課題及
び今後の課題解決に向けた取り組み

0.00 人 100 99

期間 1.51 人
非常勤
特別職

0.00 人 H30年度目標

S33年度～ 12,812千円 臨時職員 0.30 人

実施計画ランク 事業の種別

一
般

H28予算現額 H28決算額

個人市民税・県民税
賦課事務

根拠法令 H29予算現額 H29決算額（見込み）

適切な課税を行っている。特に、医
療費控除の見直しに係る事務につ
いて、適切かつ円滑に対応した。

H29年度に改善した点

マイナンバーの本格導入に伴って、課税
資料の団体間回送を積極的に行ったこと
で未申告者の削減につながった。

H28年度目標 H28実績 H29目標値が未達成の理由・分析

①申告対象者数

②申告者数

③賦課決定額

申告者数　÷　申告対象者数

適切な課税を行い、自主財源を確保することを
目的としているため、申告対象者に対する申告
率を指標とする。未申告者に申告を促すことは、
税の公平性を維持し、適切な課税のための重要
な要素である。

指標名 目標設定の考え方・根拠

Ａ
100 98.7

100 98.8

自治事務 法定受託事務 法定受託＋附加 88,645千円 79,364千円

地方税法・所沢市税条例 93,744千円 83,434千円

事業の目的及び具体的な内容
H28正規職員
人件費

H28その他職員
従事割合

適切な課税を行い、自主財源を確保することを
目的とし、当該年の１月１日現在、市内に居住
し基準以上の所得を有する個人に対し、均等割
及び所得割を賦課する。
また、未申告者には申告を促し、税の公平性を
維持する。

18.12 人
非常勤
特別職

0.00 人

H29その他職員
従事割合

H29正規職員
人件費

100

未申告者の中には、接触を図る手段がなく、申
告に至らない者がいるため。

事業達成に向けての現在の課題及
び今後の課題解決に向けた取り組み

155,379千円 臨時職員 30.00 人
①266,033人

②262,995人

③22,711百万円

H29年度目標 H29実績
未申告者への訪問調査は日中に実施し
ているが、日中は不在の者が多いため面
会できることが少ない。時間帯の変更や、
複数人世帯への訪問に抜粋するなど、調
査方法の工夫をしていく。

期間 19.37 人
非常勤
特別職

0.00 人 H30年度目標

S25年度～ 164,354千円 臨時職員 32.00 人

実施計画ランク 事業の種別

一
般

H28予算現額 H28決算額

法人市民税課税事務

根拠法令 H29予算現額 H29決算額（見込み）

適切に申告を受け、課税を行って
いる。

H29年度に改善した点

特になし

H28年度目標 H28実績 H29目標値が未達成の理由・分析

①対象事業者数

②申告事業者数

③申告額及び決定額

申告率（申告事業者数/対象事業者数）

法人から適切な申告納付を受け、市政に必要な
自主財源を確保することを目的としているため、
申告率を指標とする。未申告法人をなくすことを
目標とした。

指標名 目標設定の考え方・根拠

A
100 95

100 95

自治事務 法定受託事務 法定受託＋附加 4,372千円 4,255千円

地方税法・所沢市税条例 4,504千円 4,440千円

事業の目的及び具体的な内容
H28正規職員
人件費

H28その他職員
従事割合

適正な課税を行い、自主財源を確保する。未申
告法人には申告納付を促し、税の公平性を維
持する。

1.27 人
非常勤
特別職

0.00 人

H29その他職員
従事割合

H29正規職員
人件費

100

法人による申告の遅れや、法人の所在不明が未
達成の主な要因と考えられる。法人番号公表サ
イトや登記情報等の活用により調査しているが、
なお、未届けの法人や実態が確認できない法人
が存在する。

事業達成に向けての現在の課題及
び今後の課題解決に向けた取り組み

10,890千円 臨時職員 0.00 人
①8,118件

②7,723件

③3,131百万円

H29年度目標 H29実績

情報収集に努め、今後も積極的に未申告
法人に申告を促していく。期間 1.09 人

非常勤
特別職

0.00 人 H30年度目標

S28年度～ 9,249千円 臨時職員 0.00 人

無 無

無 無
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事務事業名称 事業概要（全体）
所属
名称

環境
影響

活動実績(H29)

成果

成果指標

評価及び次年度以降に向けた課題・取り組みなど

総合
評価

評価
理由

現状の課題

経費

投入コスト
会
計

有害
な
もの

有益
な
もの

項目名

■ □ □

実績

評価者

市民税課長　肥沼 位昌

項目名

■ □ □

実績

評価者

市民税課長　肥沼 位昌

項目名

■ □ □

実績

評価者

市民税課長　肥沼 位昌

項目名

■ □ □

実績

評価者

収税担当参事　関口　裕教

市民
税課

市民
税課

実施計画ランク 事業の種別

一
般

H28予算現額 H28決算額

事業所税課税事務

根拠法令 H29予算現額 H29決算額（見込み）

適切に申告を受け付け、課税を
行っている。

H29年度に改善した点

特になし

H28年度目標 H28実績 H29目標値が未達成の理由・分析

①申告書送付件数

②申告事業者数

③申告額及び決定額

申告率（申告事業者数/申告書送付件数）

事業所から適切な申告納付を受け、市政に必要
な自主財源を確保することを目的としているた
め、申告率を指標とする。例年、ほぼ目標は達成
できているため、引き続き目標値を維持できるよ
う努める。

指標名 目標設定の考え方・根拠

Ａ
100 100

100 100

自治事務 法定受託事務 法定受託＋附加 328千円 414千円

地方税法・所沢市税条例 344千円 312千円

事業の目的及び具体的な内容
H28正規職員
人件費

H28その他職員
従事割合

適正な課税を行い、自主財源を確保する。未申
告事業所（未申告法人）には申告納付を促し、
税の公平性を維持する。

0.28 人
非常勤
特別職

0.00 人

H29その他職員
従事割合

H29正規職員
人件費

100

目標達成済

事業達成に向けての現在の課題及
び今後の課題解決に向けた取り組み

2,401千円 臨時職員 0.00 人
①320件

②320件

③767百万円

H29年度目標 H29実績

今後も目標値の達成を維持できるよう、適
切に事務を進めていく。期間 0.31 人

非常勤
特別職

0.00 人 H30年度目標

H3年度～ 2,630千円 臨時職員 0.00 人

実施計画ランク 事業の種別

一
般

H28予算現額 H28決算額

たばこ税対策協議会
補助金

根拠法令 H29予算現額 H29決算額（見込み）

Ａ

たばこ税対策協議会は、未成年者
喫煙防止キャンペーン（組合のほ
か市内の高校5校、所沢警察署、
酒販組合、市役所も参加）、市内
４ヶ所の駅周辺の清掃活動、店舗
コンクールなどに熱心に取り組ん
でいる。

H29年度に改善した点

事務の効率化を図り、事務担当職員の負
担を軽減した。

H28年度目標 H28実績 H29目標値が未達成の理由・分析

今後もたばこ売渡本数は減少していくも
のと予想されるが、税収確保のためには
市内でのたばこ購入の割合を維持するよ
うな啓発活動の工夫等が課題である。

H30年度目標

H29実績

所沢市たばこ税対策協議会運営補助金交付基準・所沢
市補助金交付規則

350千円 189千円

事業の目的及び具体的な内容

市税収入の確保を図ることが本事業の目標と
なっているため、収入割合（前年度比較）を指標
とする。収入割合は減少傾向にあるものの、前
年度より減少を少なくとどめることを目標値とし
た。

指標名 目標設定の考え方・根拠

H29正規職員
人件費

99 97

H29その他職員
従事割合

自治事務 法定受託事務 法定受託＋附加 350千円 200千円

0.05 人
非常勤
特別職

0.00 人

H28正規職員
人件費

H28その他職員
従事割合

①市たばこ税予算額

②市たばこ税収入済額

③売渡本数

市たばこ税収入決算額の前年度と比較した割合

臨時職員 0.00 人
①1,915,115千円

②1,873,897千円

③360,953千本

H29年度目標

99 94

期間 0.03 人
非常勤
特別職

0.00 人

H28その他職員
従事割合

S49年度～ 255千円 臨時職員 0.00 人

36千円

市民
税課

実施計画ランク 事業の種別

一
般

H28予算現額

96

指標名

法定受託事務 法定受託＋附加 36千円

H29年度に改善した点

事業達成に向けての現在の課題及
び今後の課題解決に向けた取り組み

６月に開催された校長研修会において、
中学生の税の作文についてPRを行った。

H28年度目標 H28実績

たばこ（喫煙）に対する理解を得るためにの環
境設備や啓発活動の支援を通じ、市内におけ
るたばこ購入の促進による市税収入の確保。

健康志向の高まりや増税による価格の上昇など
から、たばこの売渡本数が減少したため。

事業達成に向けての現在の課題及
び今後の課題解決に向けた取り組み

429千円

目標設定の考え方・根拠

B

53

H28決算額

租税教育推進協議会
事務

根拠法令 H29予算現額 H29決算額（見込み）

自治事務
①作文の応募校数

②作文の応募件数

③租税教室等実施件数

租税教育実施箇所数
（税の作文応募校数+租税教室実施校数）

臨時職員 0.00 人

近年、主権者教育が推奨され、租
税教育もその中核を担うものとして
重要性が高まっている。
市内小・中学校では租税教育が充
実しつつあるが、学校により取り組
みに差がある。また、高校において
は中々進んでいない現状にある。
小・中・高の学校側とより一層の連
携の強化が必要である。

44

H29目標値が未達成の理由・分析

36

租税に関して理解を促す機会を広く提供するた
め、市内小中学校・高校の総数である53校とし
た。

租税に関して広く理解を促すため、税務機関及
び教育機関が連携し、児童・生徒及び一般社
会人を対象とした租税教育の推進を目的として
いる。
具体的には、市内の中学校・高等学校に通学
する生徒に対し、税に関する作文を募集し、優
秀作品を表彰するほか、市内の小・中学校等で
租税教室等を開催している。

非常勤
特別職

0.00 人

28千円

事業の目的及び具体的な内容
H28正規職員
人件費

1,629千円

0.19 人

所沢市租税教育推進協議会会則 28千円

今後はどのように税の作文等を中学校に
定着させていくかが課題となる。今後更な
る税の作文等の充実を図るため、学校の
授業カリキュラム等を踏まえ、作文募集前
の租税教室実施の推進や最適な募集時
期等を探っていく。

税の作文の応募校数、租税教室等件数ともに昨
年度と比べ増加したが、高校においてはどちらも
横ばいの状況にある。
目標の達成には高校の協力が不可欠であるた
め、租税教育の有用性について学校関係者の理
解を得られるよう事業を進めていく必要がある。

53

H29その他職員
従事割合

53
H29正規職員
人件費

①16校

②1,730点

③28校

H29年度目標 H29実績

0.00 人

H28決算額 指標名

期間 0.20 人
非常勤
特別職

0.00 人 H30年度目標

Ｓ62年度～ 1,697千円 臨時職員

収税
課

実施計画ランク 事業の種別

一
般
・
特
別

H28予算現額

収納率向上対策事業
(自動音声電話催告シ
ステム事業）

根拠法令 H29予算現額

0千円

目標設定の考え方・根拠

A

総計（現年＋滞繰）の収納率では、
国民健康保険税が目標に達するこ
とができなかったが、現年について
は、市税がプラス0.43ポイント、国
民健康保険税がプラス3.49ポイント
と、ともに前年度を上まわる収納率
となった。事業目的とする新規滞納
発生の抑制という点において、一
定の効果があったものと考えてい
る。

H29年度に改善した点

当該事業は、収納率向上を目的とする事業であ
る。このため、収納率を指標とし、目標値として
は、前年より増やすことを目標としたい。

自動音声電話催告システムによる架電催
告を行うことにより、職員や納税推進員に
よる架電よりも多くの催告を行うことがで
き、業務を効率化することできめ細やかな
滞納整理を行うことが可能となった。

事業達成に向けての現在の課題及
び今後の課題解決に向けた取り組み

収納率が前年度を上回っていることより、
一定の効果があったものと考えているが、
今後についても、発信件数を増やす、外
国語での発信準備を進めるなどして、さら
に新規滞納発生の抑制を推進していく。

優先 自治事務 法定受託事務 法定受託＋附加 0千円 0千円

①自動音声電話催告システム
による発信件数

②受電件数

収納率（市税・国民健康保険税）
※収納率（現年＋滞繰）＝収入済額／調定済額

H29決算額（見込み）

地方税法、国税徴収法、国民健康保険法、所沢市
税条例、所沢市国民健康保険税条例

5,788千円 3,459千円

事業の目的及び具体的な内容
H28正規職員
人件費

H28その他職員
従事割合

H28年度目標 H28実績 H29目標値が未達成の理由・分析

（目的）市税等の新規滞納発生の抑制と、少額滞納繰越
案件の早期完納。
（具体的な内容）
①対象者情報リストを作成
②自動音声で予め登録した内容を架電催告
③未納の市税について案内、納付書再発行の希望確認
④翌日にデータを回収し、催告内容の了否、納付書の有
無などを税系システムに反映

0.00 人
非常勤
特別職

0.00 人
市税92.30%
国民健康保険税57.40%

市税92.69%
国民健康保険税56.66%

目標達成済

臨時職員 0.00 人

①17,723件

②5,530件

H29年度目標 H29実績

H29正規職員
人件費

H29その他職員
従事割合

市税93.60%
国民健康保険税60.90%

市税93.93%
国民健康保険税60.80%

市税94.50%
国民健康保険税63.0%

期間 1.40 人
非常勤
特別職

0.00 人 H30年度目標

Ｈ29年度 11,879千円 臨時職員 0.00 人

無 無

無 無

無 無

無 無
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事務事業名称 事業概要（全体）
所属
名称

環境
影響

活動実績(H29)

成果

成果指標

評価及び次年度以降に向けた課題・取り組みなど

総合
評価

評価
理由

現状の課題

経費

投入コスト
会
計

有害
な
もの

有益
な
もの

項目名

■ □ □

実績

評価者

財政課長　新井　猛

財政
課

実施計画ランク 事業の種別

一
般

H28予算現額

財政情報公開事業

根拠法令 H29予算現額

事業の目的及び具体的な内容

H28決算額 指標名 目標設定の考え方・根拠

H29決算額（見込み）

地方自治法　所沢市自治基本条例　所沢市財政事
情の作成及び公表に関する条例

554千円 548千円

H29年度に改善した点

①ホームページで公開するコン
テンツの件数

②

③

ホームページアクセス件数

市民にとって有益で関心の持てる情報を公開で
きているかを測るためホームページアクセス件数
を指標とする。
見やすく分かりやすい情報発信に努め、件数の
向上を目指したい。

中学生を対象とした財政情報誌を新たに
作成するなど、親しみやすい情報の発信
に向けて新たな試みに取り組んだ。

目標値達成

事業達成に向けての現在の課題及
び今後の課題解決に向けた取り組み

H29年度目標 H29実績
より多くの市民に財政情報への関心を
持ってもらえるよう、分かりやすさや親し
みやすさの向上に向けて工夫を図るとと
もに、正確でタイムリーな情報発信につい
ても、引き続き努めていきたい。

重要 自治事務 法定受託事務 法定受託＋附加 22千円 20千円

Ｓ

ホームページのアクセス件数が前
年度比で約１万件増えるなど、財
政情報に関する市民ニーズの高ま
りを感じる。
今後も市民が知りたいと望む情報
を分かりやすく提供していけるよう
工夫に努めたい。

H28正規職員
人件費

H28その他職員
従事割合

H28年度目標 H28実績 H29目標値が未達成の理由・分析

①予算・決算の告示、ＨＰ等での予算概要の公表
②「所沢市の財政事情（年２回）」の公表
③財務諸表（貸借対照表・行政コスト計算書・純資
産変動計算書・資金収支計算書）の公表
④財政のポイントをまとめた「財政のツボ」の公表
⑤財政広報紙「所沢市財政トークス」発行
⑥市の仕事報告会等での財政情報の説明

0.44 人
非常勤
特別職

0.00 人 50,000件 46,899件

3,773千円 臨時職員 0.00 人
①54件

②

③

H29正規職員
人件費

H29その他職員
従事割合

50,000件 56,399件

57,000件

期間 0.45 人
非常勤
特別職

0.00 人 H30年度目標

～ 3,818千円 臨時職員 0.00 人

無 無


